
 

令和６年度  
「越境 EC参入支援事業」業務委託 公募要領 

 

 

１ 趣旨・目的 

近年、日本国内の消費人口が減少傾向にある中、国内企業の新たな販路として、越境 EC が注目

されている。越境EC の世界的な市場規模は、2030 年に約 1,190 兆円に達すると予測されており、

今後更に拡大するマーケットである。 

そこで、県内企業において越境ECを活用した海外への販路拡大をさらに進めるべく、意欲のあ

る企業を対象にテストマーケティングや専門家によるコンサルティングを実施し、課題把握や販促

戦略策定の支援を行い、海外での本格販売につなげることを目的として「越境EC参入支援事業」

を実施する。 

事業実施にあたり、公募型プロポーザル方式により本事業を委託する事業者を募集する。 

 

２ 委託業務の内容 

（１）業務名称 越境EC 参入支援事業 

（２）業務概要 業務委託仕様書のとおり 

（３）事業期間 契約締結日（令和６年６月を予定）から令和７年３月 14日まで 

（４）事業費の上限額  3,200,000円(税込)とする（10社以上支援した場合） 

ただし、支援企業数が 10社に満たない場合には、その不足企業分 1社につき 205,000円（税込）

を減額する。 

   ※この事業費の上限は、本公募における企画提案書作成のための積算条件の一つであり、この範

囲内で積算してください。なお、「９ 注意事項」も参照してください。 

   ※採用された事業者に対しては、採用された企画提案に基づき業務内容を調整のうえ、再度見積

を依頼します。 

 

３ 応募資格 

 次の条件のすべてを満たしていることとします。 

（１）地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当していない者 

（２）破産宣告を受け復権していない者でない者 

（３）銀行取引停止処分を受けている者でない者 

（４）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続開始の申立て、又は民事再生法（平成

11 年法律 225 号）に基づく再生手続の申立てがなされている者でないこと 

（５）群馬県の指名停止処分を受け、その期間が終了していない者でない者 

（６）暴力団、暴力団員又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと 

（７）就業規則の整備等、労働関係法令を遵守していること 

 

４ 企画提案書の提出 

本公募に参加する事業者は、以下のとおり企画提案書を提出してください。 

（１）提出書類 

①提案書（Ａ４判 ５部）【様式１】 

②提案事業の見積書（５部）【様式２】  

   ※内訳の単位は一式とすることなく、支出項目ごとに根拠（単価×日数等）を示すこと。 

  ③「群馬県の事務事業からの暴力団排除に関する要綱」に係る誓約書（１部）【様式３】 

  ④パンフレット等、提案者の概要が分かる資料（５部） 

  ⑤定款（法人格を有しない場合は、運営規約に該当するもの）（１部） 



 

⑥決算書（直近のもの１年分）（５部） 

⑦消費税の「課税事業者届出書」又は「免税事業者届出書」（１部）【様式４】 

   ※消費税法上の課税事業者にあたる場合は「課税事業者届出書」を、免税事業者にあたる場合は

「免税事業者届出書」を提出すること。 

※提案書の様式等の必要資料については、提出期限までに県ホームページからダウンロードする

か、下記（２）の提出先まで電話の上、担当者から直接交付を受けること。 

 

（２）提出方法 

①提出部数  ５部 

②提出方法  持参又は郵送（（簡易）書留） 

※持参の場合は、平日の９：00～17：00に来課してください。 

③提出期限  令和６年５月 20日（月）正午まで（必着） 

④提 出 先  群馬県産業経済部地域企業支援課 マーケティング支援係 

〒371-8570 前橋市大手町１－１－１ 

 

５ 企画提案に係る質問書 

  企画提案に係る質問がある場合は、以下により、「企画提案募集に係る質問書」（様式５）にて質問

してください。 

（１）提出期限  令和６年５月 13 日（月）正午まで（必着） 

（２）提出方法  電子メール（mktg@pref.gunma.lg.jp） 

※電子メール提出後、提出先宛て電話により着信の確認を行うこと（電話：027-226-3359）。 

（３）提 出 先  群馬県産業経済部地域企業支援課マーケティング支援係 

（４）回    答   質問に対する回答は、次のとおり行う。  

ただし、質問又は回答の内容が、質問者の具体的な提案事項に密接に関わるものについては、質問者

に対してのみ回答する。 

ア  回答方法  県のホームページに随時掲載する。  

イ  その他    提出期限までに到着しなかった質問書については、原則として回答しない。 

 

６ 審査 

（１）審査方法 

県において、企画提案書の内容を審査します。審査は書類審査のみとし、事業者からのプレゼンテーシ

ョンは実施しません。ただし、審査する上で必要が生じた場合に、ヒアリング等を実施することがあり

ます。 

（２）審査項目 

①本事業と同様の事業について過去に実績があるか。 

②事業対象国選定の妥当性はあるか（必須項目）。 

③幅広い業種の県内企業が参加しやすい内容であるか（必須項目）。 

④スケジュールは事業の効果的な実施が可能なものか。 

⑤テストマーケティングや販促戦略コンサルティングは、その後の本格販売につながる効果的なも

のであるか。 

⑥実現可能な企画提案であるか。事業実施体制が整っているか。 

⑦見積金額及び積算内訳の妥当性はあるか。 

 

（３）優先交渉提案者（契約交渉の相手方）の選定方法 

   審査結果に基づき、評価点の合計が最高点の事業者を最優秀提案者として選定し、速やかに書面

にて結果を通知します。 



 

 

７ 契約締結等の手続 

県は、上記により決定した最優秀提案者を契約相手とする前提で、業務内容、経費等について協議

を行い、必要に応じて内容を変更した上で契約を締結することもあります。また、当該協議が不成立

の場合は、次に評価の高い応募者と協議を行う場合があります。 

 

８ スケジュール 

（１）令和 6 年５月  1 日（水） 企画提案募集開始 

（２）令和 6 年 5 月 13 日（月） 質問書提出期限（正午まで） 

（３）令和 6 年 5 月 20 日（月） 企画提案書提出期限（正午まで） 

（４）令和 6 年 5 月下旬      審査・選定結果通知 

 

９ 注意事項 

（１）このプロポーザルの参加に要する経費は、全て事業者の負担とします。 

（２）提出された企画提案書等の書類は返却しません。 

（３）提出された一切の書類は、この募集に関する事務以外の目的では使用しません。 

   また、選定に必要な範囲において複製を作成することがあります。 

（４）提出期限後の事業者の都合による追加書類の提出、再提出及び差し替えは認めません。 

（５）提出された書類等に虚偽がある場合は、失格とすることがあります。また、これにより県が損害

を被った場合には、賠償を請求することがあります。 

（６）このプロポーザルの参加に係る手続、提出書類で使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通

貨とします。 

 


